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令和６年人口動態の概要

 人口動態統計は、人口の動向を恒常的に調査する基幹統計であり、国勢調査とともに

我が国の代表的な統計となっています。人口の動的事象を統計的に把握し、行政施策の

企画・立案をはじめとして、我が国の社会、経済の発展に欠くことのできない貴重な情

報として多方面で活用されています。

 人口動態統計を作成するための人口動態調査は、出生・死亡・婚姻及び離婚について

は戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）による届書等から、死産については死産の届出

に関する規程（昭和２１年厚生省令第４２号）による届書等から市区町村長が作成する

人口動態調査票をもとに厚生労働省政策統括官（統計・情報システム管理、労使関係担

当）で集計されたものです。

 令和６年人口動態調査の概要における、兵庫県分の市区町単位、保健所単位のデータ

は、厚生労働省のデータを基に兵庫県福祉部で集計したものです。

出  生（第１図）

兵庫県の出生の状況を年次推移でみると（統計表第１節第２表参照）、出生数は昭和

４５年～４９年のいわゆる「第２次ベビーブーム」をピークに年々急激に減少し、平

成になってからはほぼ横ばいであったが、平成１３年から減少傾向に転じている。

  本年は、出生数３０，５３５人、出生率５．９といずれも前年を下回り、昭和３１

年以降で最低となった。

  出生率を圏域別にみると(表１)、東播磨が７．０、阪神南が６．６と高くなってい

る。

また、合計特殊出生率は昭和５０年に２．００を下回ってからは下降傾向にあるも

のの、平成１６年の１．２４を底として、わずかながら上向きの兆候を示していたが、

平成２９年からは減少に転じ、本年は前年から０．０６下降し、１．２３となり平成

１６年を下回った。（同第２表）。

  出生場所別では（同第６表）、９９．９％が施設内での出生となっている。立会者別

では、９２．６％が医師の立会いとなっている。

表１  令和６年人口動態の主な比率（圏域別）

出生率 低体重児 死亡率 乳　 児 新生児 死産率 婚姻率 離婚率

の占める 死亡率 死亡率

(人口千対) 割合(％) (人口千対) (出生千対) (出生千対) (出産千対) (人口千対) (人口千対)

総　　　数 5.9 10.1 13.1 2.1 1.3 19.8 3.8 1.59

神　　　戸 5.3 9.8 12.2 1.8 1.1 21.6 3.7 1.56

阪　　　神 6.1 9.6 11.8 2.2 1.5 18.0 3.9 1.56

阪　神　南 6.6 9.7 11.7 1.9 1.2 16.5 4.5 1.62

阪　神　北 5.3 9.4 11.8 2.7 2.2 20.6 2.9 1.48

東　播　磨 7.0 10.1 12.0 1.8 1.0 19.1 4.0 1.71

北　播　磨 4.3 13.6 14.1 3.7 1.9 20.0 2.6 1.43

播 磨 姫 路 5.7 10.7 13.7 2.7 1.8 21.0 3.7 1.49

中　播　磨 6.2 11.0 12.7 2.9 2.0 19.7 4.2 1.54

西　播　磨 4.4 9.7 16.0 1.9 1.0 25.4 2.5 1.37

但　　　馬 4.4 9.9 18.4 1.6 0.0 7.8 2.5 1.27

丹　　　波 4.9 10.7 16.4 0.0 0.0 33.1 2.6 1.24

淡　　　路 4.3 10.5 18.4 1.9 1.9 29.7 2.6 1.46

 注１）諸率の算定にあたって、総数は令和6年10月1日現在推計日本人人口（総務省統計局）を用い、各圏域については

 推計人口（兵庫県統計課）を用いた。また、死産率の算定には、出産(出生＋死産)千対を用いた。

 注２）平成30年4月の「兵庫県保健医療計画」改定での2次保健医療圏域の統合に伴い、阪神南圏域と阪神北圏域、中播磨

 圏域と西播磨圏域はそれぞれ統合され、現在は「阪神圏域」と「播磨姫路圏域」となっている。
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  出産順位別では（同第８表）、第１児が４５．９％、第２児が３７．０％となってい

る。出生に占める低体重児（２，５００ｇ未満）の割合は（同第９表）、１０．１％と

前年より０．８％増加した。（前年は９．３％）

死  亡（第２図）

  兵庫県の死亡の状況を年次推移でみると（統計表第１節第２表）、昭和４０年代から

５０年代前半にかけて死亡数はほぼ横ばい、死亡率は減少傾向であったが、昭和５０

年代後半からは死亡数・死亡率ともに増加傾向となっている。

   なお、平成７年は阪神・淡路大震災の影響で死亡数・死亡率ともに大幅に増加した。

  本年は、死亡数６７，９５６人、死亡率１３．１で、死亡数は前年より１，７８５

人増加し、死亡率も０．５ポイント増加した。

  また、本年も死亡数が出生数を３７，４２１人上回ったため、平成２０年以降、連

続で自然減となり、その数は年々増加している。
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死亡率を圏域別にみると（表１）、但馬、淡路が高くなっている。死因別では（第２

－１図、次頁表２－１）、いわゆる３大死因（悪性新生物、心疾患、脳血管疾患）が全

体の４５．０％を占めている。また、３大死因（悪性新生物、心疾患、脳血管疾患）

による死亡数及び死亡率はともに前年を上回った。

 老衰による死亡数は８，５０６人で、脳血管疾患よりも多く、昨年より８３８人増

加し、平成１７年以降毎年増加している。肺炎による死亡数は３，１６７人で前年よ

り２８４人増加している。自殺による死亡数は８１１人で４年ぶりに減少した。
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悪性新生物（第２－２図、第２－３図）

兵庫県においては、昭和５３年に悪性新生物が死因順位第１位となって以降死亡数

はほぼ毎年増加していたが、昨年は１６，５５８人と前年より２２４人減少し、死亡

率（人口１０万対）も、３１５．６と前年より１．８減少した。

  本年は、死亡数が１６，５６７人、死亡率が３１８．４となり、ともに前年を上回

った。

死亡率（人口１０万対）を性別に算出してみると（統計表第２節第１表の数値/推計

日本人人口）、男性が３８９．５、女性が２５４．１と男性が大きく上回っている。

  部位別では（表２－２）、男性は気管・気管支及び肺が９５．３、胃が４３．８とな

っている。女性では、気管・気管支及び肺が３７．７、胃が２０．７となっているほ

か、膵が３３．６、結腸が３０．９、乳房が２３．３で胃の死亡率を上回っている。
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乳児死亡（第３図）・新生児死亡（第４図）

乳児死亡とは生後１年未満の死亡をいい、新生児死亡とは生後４週未満の死亡をい

う。いずれも率は出生千対で計算される。

  兵庫県の乳児死亡の状況を年次推移でみると（統計表第１節第２表）、平成２年まで

は死亡数、死亡率ともに年々減少し、それ以降は平成７年まで横ばいの後、再び減少

傾向にあったが、昨年、再び増加に転じた。本年は、死亡数６４人、死亡率２．１と

いずれも前年を上回った。

  一方、新生児死亡の状況を年次推移でみると（同第２表）、乳児死亡とほぼ同様の傾

向となっていたが、本年は、死亡数４１人、死亡率は１．３と、いずれも前年を上回

った。

  圏域別にみると（表１）、乳児死亡率は北播磨が３．７と最も高く、新生児死亡率は

阪神北が２．２と最も高くなっている。
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死 産（第５図）

死産は妊娠満１２週以後の死児の出産をいい、自然死産と人工死産とに区分される。

  死産率は出生数に死産数を加えた数を分母とし、率は千対で計算される。

兵庫県の死産の状況を年次推移でみると（統計表第１節第２表）、死産数、死産率と

もに、平成１５年以降減少傾向が続いているが、本年は、死産数が６１８、死産率が

１９．８で数、率とも前年を上回った。

死産率を圏域別にみると（表１）、丹波、淡路、西播磨が高くなっている。

周産期死亡（第６図）

 周産期死亡とは、妊娠満２２週以後の死産と出生後７日未満の早期新生児死亡の合

計をいい、周産期死亡率は出生に妊娠満２２週以後の死産を加えた数を分母とし、率

は千対で計算される。

  この周産期死亡は「出生をめぐる死亡」といわれ、母子保健水準の重要な指標とな

っている。

兵庫県の周産期死亡の状況を年次推移でみると（統計表第１節第２表）、平成３年ま

では周産期死亡数・死亡率ともに減少の傾向にあり、以降はなだらかな増減を繰り返

した後、平成２０年から連続で２００胎（人）を下回っている。本年は、周産期死亡

数１１８胎(人)、周産期死亡率３．９で、数、率とも前年を上回った。
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婚  姻（第７図）

兵庫県の婚姻の状況を年次推移でみると（統計表第１節第２表）、婚姻率は昭和２９

年以降上昇し、昭和４６年には１１．１と戦後に次ぐ第二の婚姻ブームを迎えた。そ

の後減少傾向を示したものの、昭和５３年以降は５．６から６．９の間で増減を繰り

返し、平成１４年に再び減少傾向に転じている。

本年は、婚姻件数１９，６７６組、婚姻率３．８で、件数、率とも昭和３１年以降

で最低となった昨年より微増した。圏域別にみると（表１）、婚姻率は阪神南、中播磨、

東播磨が高くなっている。また、初婚・再婚の組合せ別でみると（同第２８表）、総件

数に占める夫妻ともに初婚の組合せの割合は、本年は７５．４％であった。
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離   婚（第８図）

兵庫県の離婚の状況を年次推移でみると（統計表第１節第２表）、昭和５０年に離婚

率が１．０を超えて以降増加傾向が続いていたが、平成１３年をピークとして以降減

少傾向となっているが、昨年から２年続けて前年を上回り、本年は、離婚件数

８，２６２組、離婚率１．５９となった。圏域別にみると（表１）、離婚率は東播磨、

阪神南が高くなっている。


